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第一部【企業情報】
 

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第１期

第２四半期連結
累計期間

第２期
第２四半期連結
累計期間

第１期
第２四半期連結
会計期間

第２期
第２四半期連結
会計期間

第１期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
７月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（百万円） 35,856 52,486 17,286 25,899 82,603

経常利益（百万円） 2,691 5,475 1,692 2,110 7,922

四半期（当期）純利益（百万円） 1,566 3,202 974 1,169 4,377

純資産額（百万円） － － 28,038 32,213 29,897

総資産額（百万円） － － 44,526 51,537 50,139

１株当たり純資産額（円） － － 870.33 998.30 927.97

１株当たり四半期（当期）純利益
金額（円）

48.63 99.32 30.26 36.27 135.90

潜在株式調整後１株当たり四半期
（当期）純利益金額（円）

－ － － － －

自己資本比率（％） － － 63.0 62.5 59.6

営業活動による
キャッシュ・フロー（百万円）

4,300 5,984 － － 6,219

投資活動による
キャッシュ・フロー（百万円）

△1,219 △2,102 － － △3,880

財務活動による
キャッシュ・フロー（百万円）

△2,415 △3,341 － － △2,478

現金及び現金同等物の四半期末
（期末）残高（百万円）

－ － 2,516 2,212 1,711

従業員数（人） － － 1,155 1,204 1,180

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第１期第２四半期連結累計（会計）期間及び第

１期は、潜在株式が存在しないため、また、第２期第２四半期連結累計（会計）期間は、希薄化効果を有している潜

在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（人） 1,204（234）

　（注）　従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含

む。）であり、臨時雇用者数は（　）内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。なお、臨時

雇用者には、パートタイマー及び一部の嘱託契約の雇用者を含み、派遣社員は除いております。

 

(2）提出会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（人） 17

　（注）　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】
(1）生産実績

　当第２四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額（百万円） 前年同四半期比（％）

貴金属リサイクル事業 17,192 －

環境保全事業 3,436 －

合計 20,629 －

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記金額には消費税等は含まれておりません。

 

(2）受注状況

　当社グループは回収量に応じて生産を行っているため、該当事項はありません。

 

(3）販売実績

　当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額（百万円） 前年同四半期比（％）

貴金属リサイクル事業 22,422 －

環境保全事業 3,476 －

合計 25,899 －

　（注）１．前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間の主要な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売

実績に対する割合は、次のとおりであります。

相手先

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

Standard Bank Plc － － 2,858 11.0

住友金属鉱山㈱ 1,627 9.4 549 2.1

田中貴金属工業㈱ 1,511 8.7 1,940 7.5

２．上記金額には消費税等は含まれておりません。

 

２【事業等のリスク】
当第２四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業

等のリスクについての重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】
　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日（平成22年11月12日）現在において当社グループが判断したものであ

ります。

(1）業績の状況

当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日～平成22年９月30日）におけるわが国経済は、総じて緩やかな回復基調

で推移したものの、後半には急速な円高や世界経済の減速、国内の政策効果の息切れ等から輸出や生産の鈍化が見られ、雇

用情勢が依然として厳しい状況にあるなど、先行きは予断を許さない状況にあります。

当第２四半期連結会計期間の売上高は25,899百万円（前年同四半期比49.8％増）、営業利益は2,289百万円（前年同四

半期比37.1％増）、経常利益は2,110百万円（前年同四半期比24.7％増）、四半期純利益は1,169百万円（前年同四半期比

20.0％増）となりました。

 

セグメントの業績は次のとおりであります。

①貴金属リサイクル事業

貴金属リサイクル事業領域においては、国内外の生産活動の回復傾向や金属市場価格が高水準で推移したことなどを背

景に、全金属において回収量及び平均販売単価が前年同期実績を上回りました。

この結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は22,422百万円、営業利益は1,842百万円となりました。

 

②環境保全事業

環境保全事業領域においては、国内景気の回復基調を受けて汚泥・廃油・廃試薬・医療系廃棄物などの取扱量は前年同

期実績を上回りました。

この結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は3,476百万円、営業利益は447百万円となりました。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第１四半期連結会計期間末より

332百万円増加し、当第２四半期連結会計期間末には2,212百万円となりました。

当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間において営業活動の結果得られた資金は5,156百万円（前年同四半期比204.7％増）となり

ました。

　これは主に、税金等調整前四半期純利益2,101百万円（前年同四半期比25.7％増）、減価償却費491百万円（前年同四半期

比7.9％減）、たな卸資産の減少及び法人税等の還付によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結会計期間において投資活動の結果使用した資金は1,666百万円（前年同四半期比145.7％増）となりま

した。

　これは主に、尼崎工場の増設、横浜営業所の移転及び韓国アサヒプリテック株式会社の工場新設等の有形固定資産取得に

よる支出943百万円（前年同四半期比64.6％増）によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結会計期間において財務活動の結果使用した資金は3,087百万円（前年同四半期比498.8％増）となりま

した。

これは主に、借入金の純減少額3,098百万円（前年同四半期比515.4％増）によるものであります。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、97百万円であります。

なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 129,000,000

計 129,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成22年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 36,254,344 36,254,344
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数
100株

計 36,254,344 36,254,344 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

　（平成22年６月16日定時株主総会決議）

　　会社法に基づき、当社取締役に対して新株予約権を発行することを、平成22年６月16日の定時株主総会において決議され

たものであります。

 
第２四半期会計期間末現在
（平成22年９月30日)

新株予約権の数（個） 800

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 80,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,935

新株予約権の行使期間
自　平成24年７月10日
至　平成27年７月９日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　1,935
資本組入額　968

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当てを受けた対象者は、権利行使時
において当社、当社子会社または当社関連会社の取
締役、監査役または使用人の地位にあることを要す
る。ただし、当社、当社子会社または当社関連会社の
取締役、監査役を任期満了により退任した場合、また
は定年退職した場合など、当社取締役会が特別に認
めた場合はこの限りでない。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の第三者への譲渡、質入その他一切の処
分は、別途取締役会の承認がない限り認めないもの
とする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －
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　（平成22年６月16日定時株主総会決議）

　　会社法に基づき、当社の使用人および当社子会社の取締役、使用人に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行す

ることを、平成22年６月16日の定時株主総会において特別決議されたものであります。

 
第２四半期会計期間末現在
（平成22年９月30日)

新株予約権の数（個） 1,220

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 122,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,935

新株予約権の行使期間
自　平成24年７月10日
至　平成27年７月９日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　1,935
資本組入額　968

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当てを受けた対象者は、権利行使時
において当社、当社子会社または当社関連会社の取
締役、監査役または使用人の地位にあることを要す
る。ただし、当社、当社子会社または当社関連会社の
取締役、監査役を任期満了により退任した場合、また
は定年退職した場合など、当社取締役会が特別に認
めた場合はこの限りでない。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の第三者への譲渡、質入その他一切の処
分は、別途取締役会の承認がない限り認めないもの
とする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成22年７月１日～
平成22年９月30日

－ 36,254,344 － 4,480 － 6,054
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（６）【大株主の状況】

  平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

寺山　満春 兵庫県芦屋市 1,452 4.01

寺山　正道 兵庫県芦屋市 1,402 3.87

㈱テラエンタープライズ 兵庫県西宮市深谷町12－39 1,350 3.72

日本トラスティ・サービス信託銀行
㈱（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－11 1,228 3.39

㈱Ｋ＆Ｍ 兵庫県西宮市深谷町12－39 900 2.48

ザ　バンク　オブ　ニューヨーク　１３
２５６１
（常任代理人　㈱みずほコーポレー
ト銀行決済営業部）

ONE WALL STREET NEW YORK NY 10286 UNITED
STATES OF AMERICA
（東京都中央区月島４丁目16－13）

875 2.41

日本マスタートラスト信託銀行㈱
（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11番３号 870 2.40

花井　幸子 神戸市東灘区 645 1.78

満園　順一 神戸市東灘区 638 1.76

㈱ＭＳプランニング 兵庫県西宮市久保町７－35 600 1.65

㈱テラ・コーポレーション 兵庫県芦屋市大桝町２－17－603 600 1.65

計 － 10,562 29.14

　（注）１．日本トラスティ・サービス信託銀行㈱、日本マスタートラスト信託銀行㈱の所有株式数は、全て信託業務に係る株式

数であります。

　　　　２．上記のほか、自己株式が3,517千株（9.70％）あります。

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

   平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 3,517,200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式32,646,800 326,468 －

単元未満株式 普通株式　　90,344 － －

発行済株式総数 36,254,344 － －

総株主の議決権 － 326,468 －
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②【自己株式等】

   平成22年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

アサヒホールディ
ングス㈱

神戸市中央区加納
町四丁目４番17号

3,517,200 － 3,517,200 9.70

計 － 3,517,200 － 3,517,200 9.70

　（注）　当社は「従業員持株会連携型ESOP」の導入に伴い、平成22年２月16日付で自己株式の一部を㈱三井住友銀行（アサヒ従

業員持株会信託口）に譲渡しておりますが、上記自己名義所有株式数には当該株式を含めておりません。

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 1,692 1,792 2,085 1,999 1,799 1,953

最低（円） 1,561 1,500 1,636 1,763 1,487 1,483

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】
１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64

号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成

21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結会計期間（平

成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日ま

で）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年

９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平

成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レ

ビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,498 2,263

受取手形及び売掛金 5,233 4,037

商品及び製品 3,550 4,250

仕掛品 8,959 8,327

原材料及び貯蔵品 493 616

その他 1,468 2,867

貸倒引当金 △10 △8

流動資産合計 22,194 22,354

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 8,691 8,751

土地 12,559 12,440

その他（純額） 4,817 3,964

有形固定資産合計 ※1
 26,067

※1
 25,156

無形固定資産

のれん 2,186 1,571

その他 515 567

無形固定資産合計 2,702 2,139

投資その他の資産 ※2
 573

※2
 489

固定資産合計 29,343 27,784

資産合計 51,537 50,139

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,388 2,161

短期借入金 6,982 12,449

1年内返済予定の長期借入金 1,000 －

未払法人税等 800 2,304

賞与引当金 731 721

役員賞与引当金 7 15

修繕引当金 54 124

その他 2,596 2,048

流動負債合計 15,560 19,825

固定負債

長期借入金 2,000 －

退職給付引当金 234 179

その他 1,529 237

固定負債合計 3,764 416

負債合計 19,324 20,241
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 4,480 4,480

資本剰余金 6,063 6,054

利益剰余金 27,840 25,444

自己株式 △5,856 △5,917

株主資本合計 32,528 30,061

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 15 14

繰延ヘッジ損益 △275 △152

為替換算調整勘定 △63 △26

評価・換算差額等合計 △323 △164

新株予約権 8 －

純資産合計 32,213 29,897

負債純資産合計 51,537 50,139
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 35,856 52,486

売上原価 31,087 44,633

売上総利益 4,768 7,853

販売費及び一般管理費 ※
 2,045

※
 2,255

営業利益 2,722 5,597

営業外収益

受取利息 2 11

受取配当金 0 0

負ののれん償却額 1 －

為替差益 15 －

還付加算金 13 3

その他 19 18

営業外収益合計 53 35

営業外費用

支払利息 29 19

創立費 31 －

為替差損 － 128

その他 24 8

営業外費用合計 85 156

経常利益 2,691 5,475

特別利益

固定資産売却益 0 1

特別利益合計 0 1

特別損失

固定資産除却損 14 8

固定資産売却損 0 0

減損損失 7 －

投資有価証券評価損 － 0

特別損失合計 23 8

税金等調整前四半期純利益 2,668 5,468

法人税、住民税及び事業税 140 752

法人税等調整額 961 1,513

法人税等合計 1,101 2,265

少数株主損益調整前四半期純利益 － 3,202

四半期純利益 1,566 3,202
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 17,286 25,899

売上原価 14,597 22,504

売上総利益 2,688 3,394

販売費及び一般管理費 ※
 1,018

※
 1,104

営業利益 1,669 2,289

営業外収益

受取利息 1 4

受取配当金 0 0

負ののれん償却額 0 －

為替差益 33 －

還付加算金 13 －

その他 4 11

営業外収益合計 54 16

営業外費用

支払利息 12 9

為替差損 － 183

その他 18 3

営業外費用合計 31 195

経常利益 1,692 2,110

特別利益

固定資産売却益 0 －

特別利益合計 0 －

特別損失

固定資産除却損 13 8

固定資産売却損 0 0

減損損失 7 －

投資有価証券評価損 － 0

特別損失合計 21 8

税金等調整前四半期純利益 1,671 2,101

法人税、住民税及び事業税 88 △264

法人税等調整額 608 1,196

法人税等合計 697 932

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,169

四半期純利益 974 1,169
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 2,668 5,468

減価償却費 1,049 949

減損損失 7 －

のれん償却額 110 126

負ののれん償却額 △1 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） 47 54

受取利息及び受取配当金 △3 △12

支払利息 29 19

固定資産除売却損益（△は益） 14 6

投資有価証券評価損益（△は益） － 0

売上債権の増減額（△は増加） 151 △1,139

たな卸資産の増減額（△は増加） △556 191

仕入債務の増減額（△は減少） 631 1,301

未払金の増減額（△は減少） △611 150

その他 451 △510

小計 3,988 6,605

利息及び配当金の受取額 3 15

利息の支払額 △29 △17

法人税等の支払額 △123 △2,237

法人税等の還付額 460 1,619

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,300 5,984

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △786

定期預金の払戻による収入 － 1,001

差入保証金の回収による収入 6 25

有形固定資産の取得による支出 △696 △1,335

有形固定資産の売却による収入 4 7

無形固定資産の取得による支出 △437 △23

関係会社株式の取得による支出 △45 △933

子会社株式の取得による支出 △8 －

その他 △42 △56

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,219 △2,102
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,600 △5,598

長期借入れによる収入 － 3,000

長期借入金の返済による支出 △7 △0

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △5 △6

自己株式の取得による支出 △0 △0

自己株式の売却による収入 － 70

配当金の支払額 △802 △805

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,415 △3,341

現金及び現金同等物に係る換算差額 27 △40

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 691 501

現金及び現金同等物の期首残高 1,824 1,711

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,516

※
 2,212
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１．連結の範囲に関する事項

の変更

(1）連結の範囲の変更

当第２四半期連結会計期間より、エコマックス株式会社は新たに株式を取得したた

め、連結の範囲に含めております。

 (2）変更後の連結子会社の数

 15社

２．持分法の適用に関する事

項の変更

(1）持分法適用関連会社の変更

当第２四半期連結会計期間より、江門朝日励福資源綜合利用有限公司は新たに株式

を取得したため、持分法適用の範囲に含めております。

(2）変更後の持分法適用関連会社の数

１社

３．会計処理基準に関する事

項の変更

(1）資産除去債務に関する会計基準の適用

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第

18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

なお、これによる当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四

半期純利益に与える影響は軽微であります。

(2）「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の

取扱い」の適用

第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号　平

成20年３月10日公表分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」

（実務対応報告第24号　平成20年３月10日）を適用し、連結決算上必要な修正を行ってお

ります。

なお、これによる当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四

半期純利益に与える影響はありません。

(3）企業結合に関する会計基準等の適用

第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　

平成20年12月26日）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20

年12月26日）、「「研究開発費等に係る会計基準」の一部改正」（企業会計基準第23号　

平成20年12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成20年

12月26日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号　平成20年12月26日公表

分）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基

準適用指針第10号　平成20年12月26日）を適用しております。

 

EDINET提出書類

アサヒホールディングス株式会社(E21187)

四半期報告書

18/30



【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第２四

半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

 

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第２四

半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

 

【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

法人税等並びに繰延税金資

産及び繰延税金負債の算定

方法

　法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なも

のに限定する方法によっております。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、か

つ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度におい

て使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっておりま

す。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額

 

 17,233百万円

　

 

 16,202百万円

　

※２．資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額 ※２．資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 

投資その他の資産 5百万円

　

 

投資その他の資産 6百万円

　

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次

のとおりであります。

 

役員報酬 56百万円

給料手当 647

賞与 17

賞与引当金繰入額 150

退職給付費用 7

研究開発費 160

減価償却費 129

のれん償却額 107

　

 

役員報酬 60百万円

給料手当 695

賞与 20

賞与引当金繰入額 190

役員賞与引当金繰入額 7

退職給付費用 12

貸倒引当金繰入額 2

研究開発費 197

減価償却費 131

のれん償却額 123

　

 

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次

のとおりであります。

 

役員報酬 28百万円

給料手当 323

賞与 0

賞与引当金繰入額 88

退職給付費用 3

研究開発費 80

減価償却費 70

のれん償却額 53

　

 

役員報酬 30百万円

給料手当 346

賞与引当金繰入額 119

役員賞与引当金繰入額 3

退職給付費用 4

貸倒引当金繰入額 1

研究開発費 97

減価償却費 66

のれん償却額 68
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年９月30日現在） （平成22年９月30日現在）

 

現金及び預金勘定 2,516百万円

現金及び現金同等物 2,516

　

 

現金及び預金勘定 2,498百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △286

現金及び現金同等物 2,212

　

 

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年

９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　　普通株式　　　　　　　　　　36,254千株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　　普通株式　　　　　　　　　　 3,994千株

（注）自己株式数には、㈱三井住友銀行（アサヒ従業員持株会信託口）（以下「信託口」という。）が所有する当社

株式477千株が含まれております。これは、平成22年２月に実施した信託口への自己株式の処分について、会計

処理上、当社と信託口が一体のものであると認識し、信託口が所有する当社株式を自己株式として計上してい

るためであります。

 

３．新株予約権等に関する事項

　　ストック・オプションとしての新株予約権

　　　新株予約権の四半期連結会計期間末残高　　　親会社　8百万円

　　　（注）ストック・オプションとしての新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。

 

４．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年５月13日
取締役会

普通株式 805 25.00平成22年３月31日平成22年５月28日利益剰余金

（注）配当金の総額には、従業員持株会信託口に対する配当金12百万円を含めておりません。これは従業員持株会信託口が所

有する連結財務諸表提出会社株式を自己株式として認識しているためであります。

 

(2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後と

なるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年10月28日
取締役会

普通株式 806 25.00平成22年９月30日平成22年11月30日利益剰余金

（注）配当金の総額には、従業員持株会信託口に対する配当金11百万円を含めておりません。これは従業員持株会信託口が所

有する連結財務諸表提出会社株式を自己株式として認識しているためであります。

 

EDINET提出書類

アサヒホールディングス株式会社(E21187)

四半期報告書

21/30



（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）

 
貴金属リサイ
クル事業
（百万円）

環境保全事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 14,347 2,938 17,286 － 17,286

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － － －

計 14,347 2,938 17,286 － 17,286

営業利益 1,952 398 2,351 (　681) 1,669

 

前第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

 
貴金属リサイ
クル事業
（百万円）

環境保全事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 30,060 5,795 35,856 － 35,856

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － － －

計 30,060 5,795 35,856 － 35,856

営業利益 3,466 606 4,072 (　1,350) 2,722

　（注）１．製品（商品及び役務を含む）の種類、性質の類似性を考慮し事業区分を行っております。

２．各事業の内容

(1）貴金属リサイクル事業：主として貴金属原材料の回収・再生・加工・販売及び貴金属回収装置の製造・販売・

賃貸

(2）環境保全事業：主として産業廃棄物の無害化処理

３．会計処理の方法の変更

　　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、「棚卸資産の評価に関する会

計基準」（企業会計基準第９号　平成20年９月26日）が平成22年３月31日以前に開始する連結会計年度から適用で

きることになったことに伴い、当第２四半期の四半期報告書において、第１四半期連結会計期間から当会計基準を

適用し、棚卸資産の評価方法を後入先出法から総平均法に変更しております。

　　　この変更により、従来の方法によった場合と比較して、貴金属リサイクル事業について、当第２四半期連結累計期間

の営業利益が297百万円減少しております。また、環境保全事業について、営業利益に与える影響は軽微であります。

 

【所在地別セグメント情報】

　前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間（自平成

21年４月１日　至平成21年９月30日）

　全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略

しております。

 

【海外売上高】

　前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間（自平成

21年４月１日　至平成21年９月30日）

　海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の

配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は純粋持株会社としてグループ全体の戦略機能を担い、各事業会社は貴金属・希少金属等のリサイクル事業

及び産業廃棄物処理その他の環境保全事業に従事しております。

したがって、当社は、事業部門を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、「貴金属リサイ

クル事業」及び「環境保全事業」の２つを報告セグメントとしております。

「貴金属リサイクル事業」は、貴金属含有スクラップ等から、金・銀・パラジウム・プラチナ・インジウム等の

貴金属・希少金属をリサイクルし、販売することを主たる業務としております。「環境保全事業」は、産業廃棄物の

収集運搬及び中間処理を主たる業務としております。

 

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年９月30日）

（単位：百万円）

 
貴金属リサイ
クル事業

環境保全事業 合計

売上高    

外部顧客への売上高 45,759 6,726 52,486

セグメント間の内部売上高又は
振替高

－ － －

計 45,759 6,726 52,486

セグメント利益 4,803 794 5,597

（注）セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

当第２四半期連結会計期間（自平成22年７月１日　至平成22年９月30日）

（単位：百万円）

 
貴金属リサイ
クル事業

環境保全事業 合計

売上高    

外部顧客への売上高 22,422 3,476 25,899

セグメント間の内部売上高又は
振替高

－ － －

計 22,422 3,476 25,899

セグメント利益 1,842 447 2,289

（注）セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

（追加情報）

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月

27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年３月21

日）を適用しております。
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（金融商品関係）

　該当事項はありません。

 

（有価証券関係）

　有価証券につきましては、企業集団の事業の運営において重要なものではないため記載を省略しております。

 

（デリバティブ取引関係）

　該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。

 

（資産除去債務関係）

　該当事項はありません。

 

（賃貸等不動産関係）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

 

１株当たり純資産額 998.30円
　

 

１株当たり純資産額 927.97円
　

 

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

 

１株当たり四半期純利益金額 48.63円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

 

１株当たり四半期純利益金額 99.32円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益（百万円） 1,566 3,202

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 1,566 3,202

期中平均株式数（千株） 32,215 32,239

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

－ 平成22年ストック・オプション

（普通株式　202,000株）

なお、概要は「第４提出会社の

状況、１株式等の状況、(2）新株

予約権等の状況」に記載のとお

りであります。

　「アサヒ従業員持株会信託口」が所有する当社株式（当第２四半期連結会計期間末477,700株）については、連結財務諸表にお

いて自己株式として認識しているため、当第２四半期連結累計期間の「期中平均株式数」は、当該株式が控除されております。
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前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

 

１株当たり四半期純利益金額 30.26円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

 

１株当たり四半期純利益金額 36.27円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益（百万円） 974 1,169

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 974 1,169

期中平均株式数（千株） 32,215 32,252

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

－ 平成22年ストック・オプション

（普通株式　202,000株）

なお、概要は「第４提出会社の

状況、１株式等の状況、(2）新株

予約権等の状況」に記載のとお

りであります。

　「アサヒ従業員持株会信託口」が所有する当社株式（当第２四半期連結会計期間末477,700株）については、連結財務諸表にお

いて自己株式として認識しているため、当第２四半期連結会計期間の「期中平均株式数」は、当該株式が控除されております。

 

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

　該当事項はありません。
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２【その他】

（剰余金の配当）

　平成22年10月28日開催の取締役会において、平成22年９月30日を基準日として、剰余金の配当（中間）を行うことを次の

とおり決議いたしました。

① 配当金の総額 806百万円

② １株当たり配当額 １株当たり25円

③ 効力発生日 平成22年11月30日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成21年11月13日

アサヒホールディングス株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 千葉　彰　　　印

 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 竹野　俊成　　印

 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 垂井　健　　　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアサヒホールディン

グス株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１

日から平成21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、アサヒホールディングス株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日現

在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期

連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら

れなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成22年11月12日

アサヒホールディングス株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 千葉　彰　　　印

 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 竹野　俊成　　印

 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 垂井　健　　　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアサヒホールディン

グス株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年７月１

日から平成22年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、アサヒホールディングス株式会社及び連結子会社の平成22年９月30日現

在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期

連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら

れなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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